
日本福祉大学・社会福祉学部・教授

科学研究費助成事業　　研究成果報告書

様　式　Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９ （共通）

機関番号：

研究種目：

課題番号：

研究課題名（和文）

研究代表者

研究課題名（英文）

交付決定額（研究期間全体）：（直接経費）

３３９１８

国際共同研究加速基金（国際共同研究強化(B)）

2023～2019

ホームレスの創出経路と居住支援システムの評価に関する日米比較研究

U.S. - Japan International Comparative Research on Pathways to Homelessness and 
Housing Support Systems

９０３８７４４９研究者番号：

山田　壮志郎（Yamada, Soshiro）

研究期間：

１９ＫＫ００４７

年 月 日現在  ６   ６ １３

円    13,900,000

研究成果の概要（和文）：本研究では、①日米の公的扶助の比較、②広義のホームレスの実態把握、③ホームレ
ス率に関連する地域特性の分析の3つの研究課題を設定した。
その結果、①日本の生活保護の一般性、包括性、迅速性といった特徴がホームレスの減少に寄与していること、
②国際的基準に基づく広い概念でホームレスを捉えると、日本のホームレス経験率は諸外国と大差がないこと、
③地域レベルの住居確保給付金受給率には住宅アフォーダビリティ、失業率、生活保護受給率が関連しているこ
とをそれぞれ明らかにした。

研究成果の概要（英文）：In this study, we set three research objectives: a comparison of public 
assistance between Japan and the United States, understanding the actual situation of broad 
homelessness, and analyzing the characteristics of regions related to the homeless rate. As a 
result, we found that the generalizability, comprehensiveness, and promptness of Japan's livelihood 
protection contribute to the reduction of homelessness. When capturing homelessness with a broad 
concept based on international standards, Japan's homelessness experience rate is not significantly 
different from that of other countries. We also revealed that the receipt rate of regional housing 
security benefits is related to housing affordability, unemployment rate, and livelihood protection 
receipt rate at the regional level.
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研究成果の学術的意義や社会的意義
日本においてホームレス問題が社会問題化し、政策的な対応が開始されるようになってから20年が経過する。こ
の間、日本のホームレス問題には、路上レベルでのホームレス数の減少、障害をもつホームレスの増加、生活困
窮者自立支援法の制定による政策的な枠組みの変更など、少なくない変化が生じている。米国のホームレス政策
およびホームレス研究の第一人者との共同研究によりホームレス問題の実態を明らかにした本研究の成果は、今
後の日本におけるホームレス支援のあり方を構想する上で有益な知見を提供することができるものと考える。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
人間にふさわしい居住の実現は、福祉の基礎である。しかし、貧困ゆえに居住権が侵害されや

すい環境で起居せざるを得ない状態としての「ハウジングプア」の存在が指摘されている。例え
ば、社員寮で暮らす非正規労働者、住居を失いネットカフェや漫画喫茶で寝泊まりする人々など
である。近年、身寄りのない単身高齢者が暮らす施設で相次ぐ火災事故も、適切な住まいを確保
できない貧困層の存在を示している。 
こうした居住貧困の極限的な表れといえるのが、ホームレス状態にある人々である。日本では、

1990 年代前半からホームレスが増加して社会問題化したことに伴い、多くのホームレス研究が
蓄積されてきた。これまでの研究は、ホームレス状態に至る原因として、日雇労働者に象徴され
る不安定雇用層が、失業を契機に簡易宿泊所や飯場・社員寮といった不安定住居を失ってきたこ
とを明らかにしてきた。 
また、政策面でも、1990 年代後半から、国レベルでのホームレス対策が講じられるようにな

った。2002 年に制定されたホームレスの自立の支援等に関する特別措置法は、一つの到達点だ
った。この時期に進展したホームレス対策は、自立支援センターなどの支援施設への入所を経て
就労による自立を目指すモデルによって構築された。 
一方、ホームレスが急増し、政策的対応がスタートした 1990 年代から 20 年が経過する中で、

ホームレス問題には次のような変化がみられるようになった。 
①ホームレスの不可視化：政府発表によるホームレス数は、ピーク時には全国で 2 万 5000 人を
超えていたが、研究開始当初の時点で 5000 人以下に減少した。ただし、「ネットカフェ難民」
のような広義のホームレスの存在を指摘する研究(高橋 2018)や、夜間の独自調査により行政発
表の約 3 倍のホームレスを確認した研究もある。 
②ホームレスに至る経路の多様化：従来、ホームレス問題が日雇労働者の失業問題として語られ
てきたのに対して、路上生活者の 6 割が精神疾患を有することを明らかにした研究や、自立支
援センター入所者の 4 割が知的障害をもつとの報告もあり、ホームレスに至る背景に障害の問
題があることも指摘されている。 
③制度的枠組みの変化：2015 年に生活困窮者自立支援法が施行され、ホームレス対策は同法に
基づく一時生活支援事業に移行することとなった。しかし、同事業は自治体の任意事業のため実
施率が低く、従来ホームレス対策を実施していた自治体のうち 2 割はこの事業に移行していな
い。また、生活困窮者の住居確保を目指して改正された新たな住宅セーフティネット制度も十分
な成果を上げられていない。 
以上のように、この 20 年の間に、ホームレスの実態や背景、制度的枠組みには少なくない変

化が生じている。前述のホームレス特別措置法は 2027 年に失効予定となっており、“ポスト特
別措置法”に向け、今日におけるホームレスの実態を踏まえた居住支援システムの再編が求めら
れている。そこで本研究では、今日の居住支援システムが、ホームレスの創出経路やニーズの多
様化に適合的なものになっているかどうか評価することを目指した。 
 
２．研究の目的 
上記の問題意識に基づき、本研究では日本とアメリカのホームレス問題の比較研究を試みる

こととした。アメリカは、Los Angeles や New York をはじめ、世界有数のホームレス人口を抱
える都市を有しており、1987 年のマキニー法制定以降、連邦政府によるホームレス支援が行わ
れている。1993 年には、ケアの継続(Continuum of Care；CoC)プログラムが開始され、NPO
への助成などを通じて、アウトリーチ、緊急シェルター、通過施設、恒久住宅といった諸施策を
切れ目なく提供する包括的な支援システムが作られている。 
こうしたアメリカのホームレス問題や支援策は、日本のホームレス研究でも以前から参照さ

れてきた。とりわけ近年では、上述の CoC プログラムが路上から恒久住宅に至る段階を踏んだ
支援スキーム(step up model)を描いているのに対して、一部の NPO が取り組んでいるハウジン
グ・ファースト・プログラム――段階を踏むのではなく直接住宅を提供する支援モデルへの注目
が高まり、日本のホームレス支援への示唆を論じる研究も増えている。 
ただし、これまで日本で行われてきたアメリカのホームレス問題に関する研究は、実態や制度

の紹介にとどまっている。しかし、次に述べるように、アメリカでは、本研究が着目するホーム
レスの創出経路や支援システムの評価に関する実証研究が数多く蓄積されており、日米の研究
者が共同でデータを分析する比較研究が求められている。そこで本研究では、これらの先行研究
で分析されてきた日米のデータを接合させ、両国のホームレス研究者が共同でデータ分析を行
う比較研究に取り組むことを目指した。 
研究開始当初は以上の問題意識を有していたが、研究開始直後の 2020 年 1 月に渡米し、海外

共同研究者である Dennis P. Culhane ペンシルバニア大学教授や Matthew D. Marr フロリダ国
際大学准教授とともに研究ミーティングを行った。海外共同研究者に本研究チームの研究計画
を伝えるとともに、最新の研究動向や研究計画の改善についてサジェスチョンを受けた。その結
果、本プロジェクトでは、①日本のホームレス数の減少の要因を明らかにすること、②国際的な



ホームレス概念に基づくホームレス経験率を明らかにすること、③住居喪失リスクの地域レベ
ルの要因を明らかにすることの 3 つの研究目的を設定することとした。 
 
３．研究の方法 
 第 1 に、日本のホームレス数の減少の要因については、米国の公的扶助制度である
Supplemental Security Income (SSI)と日本の公的扶助制度である生活保護とを比較し、生活
保護のどのような特徴が日本のホームレス数の減少に貢献しているのかを検討した。 
 第 2 に、国際的なホームレス概念に基づくホームレス経験率については、European Typology 
of Homelessness and Housing Exclusion (ETHOS)で示されるホームレス・不安定居住類型を参
照し、全国 14 都道府県の男女 14 万人を対象としたインターネット調査の結果から広義のホー
ムレス状態の経験率を把握した。 
 第 3 に、住居喪失リスクの地域レベルの要因については、コロナ期における住居喪失リスクの
解消に貢献した住居確保給付金の市町村別の人口 1 万人あたり利用者数を従属変数とし、国勢
調査等で集計された住宅市場、労働経済、セーフティネット、人口動態の諸指標を独立変数とす
る回帰分析によって住居喪失リスクに関連する地域レベルの要因を分析した。 
 
４．研究成果 
(1)日本のホームレス数の減少の要因 
 米国では 2015 年以降ホームレス数が減少しているのに対して、日本の路上生活者数は 2003 年
以降減少している。この減少傾向の背景には、日本の主要な公的扶助制度である生活保護のホー
ムレスへの適用が広がったことが指摘されているが、具体的に日本の生活保護のどのような特
徴がホームレス数の減少に寄与しているかは十分検討されていない。そこで本研究では、米国の
ホームレスが路上生活から脱却する際の主要な公的扶助制度である Supplemental Security 
Income: SSI のロサンゼルスにおける運用と日本の生活保護の運用とを比較検討した。 
 第 1 に、受給資格に関して、SSI の受給資格要件は 65 歳以上もしくは障害者とされている。
受給資格要件は年々厳しくなっており、申請者の受給率は 10～15％にとどまる。さらに、ホー
ムレスを犯罪として取り締まる動きやアルコールや薬物依存に起因する障害を除外する動きは、
資格要件の厳格化を促進している。一方、日本の生活保護は一般扶助の原則をもち、経済的に困
窮していれば、障害の有無や年齢にかかわらず受給が可能である。 
 第 2 に、給付水準に関して、SSI の給付水準は米国の相対的貧困基準の 89％をカバーしている
が地域による生活費の相違を調整しておらず、加えて近年の住宅価格の上昇により SSI 受給者
であってもホームレス状態から抜け出せない事態を生み出している。これに対して日本の生活
保護は相対的貧困基準の 75％をカバーしており、生活費だけでなく住宅費や医療費も含めた幅
広いニーズに対応している。 
 第 3 に、認定までの期間に関して、SSI の申請から認定までの平均日数は 166 日と長く、認定
されなかった場合の再申請における認定期間も平均 103 日に及ぶ。審査期間の長期化は、薬物使
用のリスクを高め、薬物使用により受給が認められないという悪循環をもたらす懸念がある。一
方、日本の生活保護の申請から決定までの期間は原則 14 日以内、最長 30 日以内と短い。 
 このように、米国の SSI と比較すると、日本の生活保護は一般性 generality、包括性
comprehensiveness、迅速性 expeditiousness の 3 つの特徴を有しており、これらの特徴がホー
ムレスの減少に寄与していると考えられる。特に、2000 年代初頭や 2008 年のいわゆるリーマン
ショック後におけるホームレスへの生活保護適用の柔軟化によってホームレス数が減少したこ
とを踏まえると、一般性 generality が最も貢献していると考えることができる。ただし、日本
の生活保護にはスティグマや貧困ビジネスなどの問題もあり、こうした問題の検証が今後の課
題となる。 
※本研究の成果は、Hiroshi Goto, Dennis P. Culhane and Matthew D. Marr (2022) Why Street 
Homelessness Has Decreased in Japan: A Comparison of Public Assistance in Japan and the US, 
European Journal of Homelessness, 16(1), 81-99 として発表した。 
 
(2)国際的なホームレス概念に基づくホームレス経験率 
 日本のホームレス数は 2019 年時点で 4,555 人と発表されており、米国（552,830 人：2018 年）、
ドイツ（337,000 人：2018 年）、スウェーデン（33,250 人：2018 年）など他の先進諸国と比べて
極めて少ない。この少なさの背景には、日本におけるホームレスの定義の狭さがある。ホームレ
スの自立の支援等に関する特別措置法第 2 条は、ホームレスを路上で生活する人々に限定して
定義している。しかし、諸外国ではより広い概念でホームレスを捉えており、例えば欧州のホー
ムレス研究で参照基準となっている European Typology of Homelessness and Housing 
Exclusion: ETHOS では、ホームレス向け宿泊施設や DV シェルターに住む人、友人・知人宅での
居候も含めた広い概念でホームレスを類型化している。 
 日本の政府統計ではこうした広い概念によるホームレスの数は集計されていないことから、
本研究では、その実態把握を試みるため NPO 法人ホームレス支援全国ネットワークが 2021 年に
実施したインターネット調査の結果を分析した。本調査は、一般市民の不安定居住経験を尋ねる
ものであり、大都市部を含む全国 14 都道府県の 18 歳以上の男女 14 万人を対象とした（回答者
数：39,998 人）。第 1 段階の調査では 39,998 人の回答を分析し、不安定居住の経験をスクリー



ニングした。第 2段階の調査では、過去 5 年以内に不安定居住を経験した回答者に対して、具体
的な経験や脱却のプロセスを尋ねた。 
 第 1 段階の調査の結果から、39,998 人の回答者のうち 2,061 人（5.2％）が過去 5年以内の不
安定居住経験をもつことが明らかになった。この経験率は、諸外国における先行調査と概ね同水
準である。また、不安定居住経験者の中には女性が半数程度含まれており、路上のホームレスだ
けを対象とした厚生労働省調査では約 95％が男性と報告されていることと対照的である。また、
年齢階層についても 60 歳未満が約 90％含まれており、半数以上が 60 歳以上と報告する厚生労
働省調査とはこの点でも対照的である。 
 また、不安定居住経験者に初めて不安定居住を経験したときの居住形態を尋ねたところ、路上
生活・車上生活が 5.1％、インフォーマル部門の不安定居住（知人・友人宅への同居）が 32.3％、
民間営利部門の不安定居住（社員寮、ネットカフェ、サウナ、24 時間店舗、簡易宿泊所等）が
38.5％、公的部門・民間非営利部門の不安定居住（無料低額宿泊所、自立支援センター、生活保
護施設等）が 10.1％だった。 
従来のホームレス施策では、路上生活と公的部門・民間非営利部門の不安定居住に焦点が当て

られていたが、それらを大きく上回る規模で、インフォーマル部門や民間営利部門の不安定居住
が広がっていることが明らかになった。路上生活を予防する観点からみると、これらの不安定居
住に目を向けた対策を講じること、あるいはそもそも不安定居住に至ることを予防することが
必要であることが示唆された。ただし、本研究からは ETHOS に類型化されない不安定居住の形態
が存在することも明らかになっており、今後の検討が必要である。 
※本研究の成果は、Yusuke Kakita, Soshiro Yamada, Hiroshi Goto, Dennis P. Culhane and Kanako 
Nakano (2022), Homelessness and Housing Exclusion in Japan from an International Perspective, 
16th European Research Conference on Homelessness (23rd September 2022,University of Bergamo, 
Italy)として学会報告した。 
 
(3)住居喪失リスクの地域レベルの要因 
 日本のホームレス数が過去 20 年間で 80％以上減少している（2003 年：25,296 人→2023 年：
3,065 人）ことは、多くの先進諸国でホームレス数が増加していることと比べて特徴的である。
その背景には、研究(1)が明らかにしたように、一般性、包括性、迅速性といった特徴をもつ生
活保護の貢献が大きい。ただし、研究(2)が明らかにしたように、国際的に用いられる広義のホ
ームレス概念に準拠すると、日本の不安定居住経験率は諸外国と大差はない。広義のホームレス
は路上生活の予備軍とも言えるため、不安定居住をもたらす住居喪失リスクがどのような要因
によって生じているかを分析することはホームレスの予防の観点から重要な課題である。 
 本研究では、住居喪失リスクを測るための指標として住居確保給付金の受給者に着目した。生
活困窮者自立支援法に基づく住居確保給付金は、生活困窮者を対象とした家賃補助制度だが、
Covid-19 パンデミックを受けた受給要件の緩和によって受給者数が大幅に増加した（2019 年：
3,972 人→2020 年：134,946 人）。住居確保給付金の受給者は、同制度がなければ住まいを失っ
ていた可能性があり、住居喪失リスクを抱える人々といえる。本研究では、住居確保給付金受給
者数に関連する要因について、海外のホームレス研究で用いられている地域特性分析の手法を
用いて検討した。 
 具体的には、全国の全ての市および特別区のうち 2020 年度に 50 人以上の住居確保給付金受
給者数が報告された 331 市区を抽出し、人口 1 万人当たりの住居確保給付金受給者数を算出し
て従属変数とした。これを説明する変数として、海外の先行研究及び日本のホームレスの特徴を
参考に、①住宅市場の状況（家賃水準、低家賃住宅の割合、空き家率、公営住宅の割合）、②労
働経済の状況（失業率、平均所得、非正規雇用率、建設業・製造業従事者の割合）、③セーフテ
ィネットの状況（自治体予算に占める民生費支出の割合、保健衛生費支出の割合、生活保護受給
率）、④人口動態（単身世帯の割合、ベビーブーマーの割合）を用いて重回帰分析を行った。 
 その結果、住宅市場に関しては、地域の家賃水準の高さが住居確保給付金の受給率に関連して
いることが明らかになった。住居喪失リスクを低減させるためには、家賃高騰化への規制や低家
賃住宅の拡大などにより住宅アフォーダビリティを高めることが重要であるといえる。また、労
働経済に関しては、失業率の高さが住居確保給付金の受給率と関連していた。2020 年度の住居
確保給付金は、一般的な家賃補助というよりも Covid-19 パンデミックにより仕事を失った人々
への生活支援という性格が強く、そのことが地域の失業率の高さと住居確保給付金の受給率と
の関連を強めたと考えられる。さらに、セーフティネットに関しては、生活保護受給率と住居確
保給付金受給率との間に負の関連がみられた。生活保護受給率が高いほど住居確保給付金受給
率が低いということは、生活保護が住居喪失リスクを抱える人々の受け皿になっていることを
意味しており、したがって路上生活からの脱却だけでなく、住居喪失リスクの低減という点でも
生活保護が効果を発揮していることを示唆している。 
 本研究では、パンデミック下で急拡大した住居確保給付金が地域レベルの住居喪失リスクの
低減に繋がったことを明らかにしたが、住居喪失リスクはパンデミック下だけでなく平時にも
起こり得る。パンデミックの経験を踏まえ、平時からの効果的な住宅政策を整備することが重要
であるといえる。 
※本研究は、分析作業が完了し、現在国際誌への投稿を準備中である。 
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